
あるという考え方）社会の実現のために、相談支援、生活支援、就労支援、社会参加支援を基本事業として実施していく。

基
本
事
業
の

考
え
方

課長 高橋　輝

担当係 障害・福祉係

目的と
基本方針

障がい者が自立した日常生活や社会生活を送る

・障がい者が社会の一員として活躍できる地域社会を目指します。

・障がい者の社会参加を困難にしているさまざまな生活上の障壁（バリア）を取り除き、安心して地域で生活できる社会を目指します。

施策 4 障がい者福祉の充実 主管課

名称 町民福祉課

関係課

・ノーマライゼーション（障がいのある人もない人も、一般社会の中で普通の生活が送れるような条件を整えるべきであり、共に生きる社会こそノーマルで

7 日施策マネジメントシート（2023年度の振り返り、総括） 作成日 2024 年 6 月

基本
目標

Ⅰ 誰もが安心でき安全でゆとりを感じるまち

施
策
の
目
的
・
目
標
達
成

の
た
め
の
役
割
分
担

１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

＜町民＞
・障害及び障がい者への認識と理解に努め、障がい者が社会参加しやすい環
境づくりに取り組む。
・障がい者支援に係る技術（手話、点字、車いすの押し方等）を習得する。
＜障がい者＞
・自分に合った活動の場を見つけ、積極的に参加する。
・能力や適性を発揮できる就労の場を見つける。

・障害福祉サービスの情報提供や相談支援の充実を図る。
・就労する機会をつくるなど社会参加を促す。
・障がい者に対する理解を深めるよう周知する。
・障がい者の社会参加を困難にしているさまざまな生活上の障壁（バリア）を
無くすために、各部署と連携して取り組む。

3．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化する？ ４．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

・障がい者数(手帳保持者）は身体障がい者は人口減少とともに減少し、知的障
がい者は横ばい、精神障がい者は増加し、全体数では横ばいと予測される。
・障がい者の法定雇用率は原則5年ごとに見直しされており平成30年4月1日～
令和5年3月31日の間においては就労環境の整備状況を見つつ受入側に配慮
した形での激減緩和措置をもとに計算式どおりに引き上げを実施しなかったこと
から、来年度以降も上がることが予測されている。

・新規障害者通所施設の検討に対する要望。
・地域活動支援センターの再設置に対する請願が提出され趣旨採択となっ
た。
・障害福祉サービス事業所ぴっころ移転新築に関する請願に対し町議会に
おいて意見を付して採択された。
・ユニバーサルデザインに配慮した環境整備が求められている。

施
策
を
取
り
巻
く
状
況

１．施策の現状 ２．施策の課題

・障がい者数（手帳所持者令和4年3月現在1,255人）は大きな増減はなく、横ば
い状態で推移しています。障がい者の内訳は身体障がい者がもっとも多く、次い
で知的障がい者、精神障がい者の順となっています。人口減少とともに身体障
がい者数は減少傾向にあり、精神障がい者数が増加の傾向にあります。
・障害者総合支援法の改正により、障がい者自らが望む地域生活を営むことが
できるよう、生活と就労に対する支援の一層の充実、高齢障がい者による介護保
険サービスの円滑な利用を促進するための見直し、障がい児支援のニーズにき
め細かく対応するための支援の拡充が図られています。

・障がい者が住み慣れた地域でいきいきと日常生活を送れるよう、一人ひと
りに見合った障害福祉サービスを提供する必要があります。また、サービス
を利用するためには障害者手帳等を取得していることが必須であるため、
手帳等未取得者に対し、取得申請の呼びかけを行う必要があります。
・個々のニーズの多様性に対応したサービスを提供するとともに、属性（高
齢、障害、児童、困窮）を超えた相談に対応できるよう、関係機関と連携し、
相談支援体制の充実を図る必要があります。

基
本
事
業

基本事業名 対象 意図 取り組み方針

1 障がい者や保護者、介助者
一人ひとりの人格や個性が尊重さ
れる。

学校や地域での福祉教育を推進し、障害や障がい者に対する理解の促進を図ります。障
がい者や保護者、介助者等からの相談、権利擁護などに適切に対応できるよう関係機関
と連携し、相談支援体制の充実に努めます。

2 生活支援の充実 障がい者
利用者本位の障害福祉サービスを
受けられる。

障がい者が住み慣れた地域において個々のニーズに合った生活が送れるよう、障害福祉
サービスや自立支援医療、地域生活支援事業などの充実を図り、障がい者の地域生活を
支援します。

3 社会参加の促進 18歳以上の障がい者 就労できる。
ハローワークやコスモスなど関係機関との連携により、個々の状況に応じた就労支援を図
るとともに、企業の障がい者雇用の促進を図ります。

4

ノーマライゼーション
社会の実現



施
策
の
成
果
指
標

成果指標名 単位 区分 2021年度(R3) 2022年度(R4)

227 228

Ｂ 障がい者就業者数（利根沼田管内）

Ａ 障害福祉サービス利用者数（月平均）

実績値

実績値

2023年度(R5) 2024年度(R6) 2025年度(R7) 2026年度(R8) 2027年度(R9)

248 253

人
実績値 446 486 496

目標値 － 233 238

目標値 360 450 455

243
人

実績値 223

Ｃ
目標値 －

目標値 512 1,000
Ａ 相談支援件数 件

実績値

目標値

目標値

Ａ 障害福祉サービス支給決定者数 人
実績値 210 211

210 213 215

件

施策

Ａ
実績値

4

2021年度 2022年度 2026年度2023年度 2024年度 2025年度

1,057 1,070

区分

1,000 1,000

2027年度

219 222 225

1,000 1,000

979

目標値

基
本
事
業
の
成
果
指
標

B

B

B

B
実績値

目標値

Ａ
障がい者就業・生活支援センター
コスモスの相談件数

2

3
実績値

目標値

目標値 1,800

実績値 634

215

町民福祉課

課長 高橋　輝

834

ノーマライゼーション社会の実現

生活支援の充実

社会参加の促進

実績値

目標値

実績値

目標値

4 障がい者福祉の充実 主管課
名称

460 465 470

基本事業名 指標名 単位

1

Ｄ

660 670630 640 650

1,005

成
果
指
標

　
　
の
達
成
状
況

Ａ 未達成
成
果
指
標

　
　
増
減
の
要
因

Ａ

介護給付費・訓練等給付費のサービス利用者においては、介護給付費を受ける方は減少したが、訓練や就労
支援の給付を受ける人が増加したため月平均の利用者は横ばい傾向となっている。

Ｂ 達　成 Ｂ

障害の区分による就業者は、身体障害、知的障害、精神障害の人が約９８％を占めている。その中で精神障害
が昨年より９名増加となり目標値を達成している。要因として訓練給付費の増加が影響したと考えられる。

Ｃ Ｃ

Ｄ Ｄ

基
本
事
業
　
取
り
組
み
状
況
・
増
減
の
分
析
・
課
題
・
取
り
組
み

取り組み状況 目標に対する増減の要因分析 現状の課題 具体的な取り組み

1

関係機関と協力し、障がい
者や高齢者が一般の人々と
同じように生活ができるため
の相談支援を行っている。

相談支援は福祉サービスの
利用等に関する支援が、昨
年の約５０％から約５６％にな
るなど、サービス関係の相談
件数が伸びている。

本来の相談内容ではなく、
健康医療に関する支援や家
族関係・人間関係に関する
支援、就労に関する支援等
が増加傾向にあり、相談内
容が複雑多岐に渡ること。

障がい者や保護者、介助者等からの相
談等に適切に対応できるよう、関係機関
と連携し障がい者等の情報共有をする
ことで、相談支援の充実を図っていく。

2

障害福祉サービスや自立支
援医療、地域生活支援事業
を受けるための障害福祉
サービス支給決定を行って
いる。

１８歳未満の児童が新たに該
当し増加となっている。

住み慣れた地域で一人ひと
りに見合う生活を送るための
障害福祉サービス等を利用
するための制度が理解しにく
い。

利根沼田障害者相談支援センターと連
携し、障がい者及び家族への相談支援
を継続的に実施。相談支援機関や事業
所などと協力し、サービスが必要な障が
い者等へ寄り添い、制度を理解するよう
取り組んでいく。

3

ハローワークやコスモスなど
関連機関との連携により、１８
歳以上の障がい者が個々の
状況に応じた就労支援を図
りながら、企業の障がい者雇
用の促進を支援している。

減少した内容では、電話等
による相談が６７７件から５５０
件と大幅に減少した。また、
相談員が家庭や施設、関係
機関の訪問も減少している。

障がい者が就労するための
情報が少ない。個々の特性
にあわせた就労支援が進ん
でいない。

障がい者が継続して就労できるよう関係機
関と連携し支援していく。また、すぐに就労
に結びつかない方に対しては障害福祉サー
ビスの就労移行や重層的支援体制整備事
業の参加支援等を利用し一般就労を目指
すための支援に取り組んでいく。

4



4.障がい者福祉の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

人項 1 目 5 ２１１ ２１５
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

事業実績障害福祉に関する個人情報を一括で管理するシ
ステム。各支所との連携、情報の共有、記録の整
理など法令上に定める電算機器による台帳管理
などを行っている。

特になし

円事務事業 000002 障害者情報管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 2,465,804

基本事業 01 ノーマライゼーション社会の実現
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

サービス支給決定者数

係

件

令和 6 6 21

項 1 目 5 ８５ ５０
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

障がい者福祉の充実
事業実績法第15条により障害支援区分認定審査会を設置

（利根沼田）して障害福祉サービスの必要性や障
害者の心身の状態を調査・審査・決定する。

特になし

円事務事業 000001 障害支援区分認定事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 5,727,836

基本事業 01 ノーマライゼーション社会の実現
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

調査認定件数

係

件

令和 6 6 21

項 1 目 5 ７２ ７５
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

継続事業

事業実績在宅の重度心身障害児(者)で常時紙おむつを必
要とするものに対し、購入費の一部を補助する事
業。特別障害者手当等を受給している者に対し月
に3，000円を上限に給付している。

特になし

事業費 221,280 円

課

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 生活支援の充実 年間支給件数

障害・福祉 係

継続事業

特になし 特になし

項 1 目 5

組織名

事業実績

相談件数

課 障害・福祉 係
令和　４年度 令和　５年度 単位

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

事務事業 000003 重度心身障害児（者）紙おむつ支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 6 6 21

事業
期間

会
計

1 款 3 ３８  1 件

群馬県難病団体連絡協議会等が活動する事業
に対しての負担金の支給。

特になし

25,708 円事務事業 000005 難病団体等参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費

基本事業 03 社会参加の促進

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実

令和 6 6 21

町民福祉

組織名 町民福祉

組織名 町民福祉

組織名 町民福祉

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実

施
策
体
系

施策 04



4.障がい者福祉の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

人項 1 目 5 １７ １６
事業
期間

会
計

1 款 3

制度の周知。
財源不足が深刻化し保険料を引き上げ、制度を
継続している。

特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

事業実績県が実施主体。障害者とその保護者に対し、保
護者の死亡後や重度障害となった場合に障害者
の生活費の一部として年金や弔慰金等を支給す
る事業。

特になし

円事務事業 000010 心身障害者扶養共済年金事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 4,812,680

基本事業 02 生活支援の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

年金制度受給者数

係

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実

件

令和 6 6 21

項 1 目 5 ４ ３
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

事業実績基幹社協が行う「認知症高齢者等福祉サービス
利用支援事業」を利用する知的・精神障害者に係
る非課税世帯に要する経費に対し、補助金を交
付する事業。

特になし

円事務事業 000003 知的・精神障害者権利擁護事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 40,500

基本事業 01 ノーマライゼーション社会の実現
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

相談件数

係

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実

人

令和 6 6 21

項 1 目 5 １９ １７
事業
期間

会
計

1 款 3

他町村と比べ低い水準である。 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

事業実績町内に住所を有し、特定疾患等になった患者に
対し、１２，０００円の見舞金を支給する。患者１人
につき１回に限る。

特になし

円事務事業 000009 特定疾患患者等見舞金事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 209,000

基本事業 02 生活支援の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

支給者数

係

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実

人

令和 6 6 21

項 1 目 5 １８ １４
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

事業実績医療機関において人工透析療法又は中心静脈
栄養法等の医療給付を受けるため通院に要した
交通費の一部を補助する事業。

特になし

円事務事業 000006 じん臓機能障害者等通院交通費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 473,280

基本事業 02 生活支援の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

支給決定者数

係

令和 6 6 21

組織名 町民福祉

組織名 町民福祉

組織名 町民福祉

組織名 町民福祉

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実



4.障がい者福祉の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

人項 1 目 5 １２ １１
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

事業実績屋外での移動に困難がある障害者（児）に対し
て、地域での自立生活及び社会参加を行うため
に利用できる移動支援サービス。

特になし

円事務事業 000003 障害者移動支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 488,786

基本事業 03 社会参加の促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

支給決定した知的・精神障害者数

係組織名 町民福祉

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実

人

令和 6 6 21

項 1 目 5 ４６ ６１
事業
期間

会
計

1 款 3

聴覚支援団体から、手話通訳者の設置について
要望あり。

特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

事業実績町内在住の聴覚障害者が生活に必要なコミュニ
ケーションが必要となった際に手話通訳者や要約
筆記者を派遣する事業。

特になし

円事務事業 000002 聴覚障害者意思疎通支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 532,258

基本事業 03 社会参加の促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

利用者数

係組織名 町民福祉

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実

人

令和 6 6 21

項 1 目 5 １４ ５
事業
期間

会
計

1 款 3

昭和村の施設に係る費用が高額であるため、町
としては一部利用者を他の施設に移動させたい。

特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

事業実績みなかみ町以外の自治体が運営等を行っている
地域活動支援センターについて、当町障害者が
利用した場合にかかる運営費等の一部を負担す
る。

特になし

円事務事業 000001 地域活動支援センター共同利用事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 14,492,300

基本事業 03 社会参加の促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

施設利用者数

係組織名 町民福祉

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実

人

令和 6 6 21

項 1 目 5 １６ １６
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

事業実績
障害を軽減したり、除いたり、進行を防いだりする
医療を指定医療機関で行い、その医療費の本人
負担分を給付する事業。本人などの所得に応じ
て給付制限や一部負担がある。

特になし

円事務事業 000002 障害者自立支援医療費給付事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 15,938,779

基本事業 02 生活支援の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

支給件数

係

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実

令和 6 6 21

組織名 町民福祉



4.障がい者福祉の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

人項 1 目 5 ０ 1
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実
事業実績身体障害者の自立更生を促進するために自動車

を運転しやすいように手動装置など改造する費用
の一部を補助する事業。

特になし

円事務事業 000004 身体障害者自動車改造費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 100,000

基本事業 03 社会参加の促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

自動車改造補助決定者

係組織名 町民福祉

件

令和 6 6 21

項 1 目 5 １,０５７ １,０７０
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実
事業実績障害者の様々な問題について、相談に応じ、必要

な情報の提供、障害福祉サービスの利用支援や
権利擁護等のため、基幹相談事業所を利根沼田
で設置し委託している。

特になし

円事務事業 000005 障害者相談支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 7,871,545

基本事業 01 ノーマライゼーション社会の実現
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

相談件数

係組織名 町民福祉

人

令和 6 6 21

項 1 目 5 ７ ７
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実
事業実績保護者の一時的なレスパイト等必要時に、障害

児（者）を町と委託契約した施設や事業所で預か
ることにより、障害児（者）に日中活動の場を提供
する。

特になし

円事務事業 000008 障害者日中一時支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 656,059

基本事業 02 生活支援の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

利用者数

係組織名 町民福祉

件

令和 6 6 21

項 1 目 5 １３９ １４３
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

障がい者福祉の充実
事業実績重度障害者等に対し、自立生活支援用具等の日

常生活用具を給付することにより日常生活の便
宜を図る。

特になし

円事務事業 000004 重度障害者日常生活用具給付事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 4,099,086

基本事業 02 生活支援の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

給付件数

係組織名 町民福祉

施
策
体
系

施策 04

令和 6 6 21



4.障がい者福祉の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

人項 1 目 5 ２１１ ２１５
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実
事業実績障害者総合支援法により、障害者及び障害児が

自立した日常生活又は社会生活を営むことがで
きるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付や
その他の支援を行う。

特になし

円事務事業 000001 障害福祉サービス事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 491,105,038

基本事業 02 生活支援の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

障害福祉サービス申請者

係組織名 町民福祉

人

令和 6 6 21

項 1 目 5 ２ ２
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実
事業実績在宅の心身障害児（者）に対する適切な援助及び

養育を確保するため、登録介護者やサービスス
テーションを利用し心身障害児（者）及びその家
族の福祉の向上を図る。

特になし

円事務事業 000007 知的障害児総合福祉推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 39,760

基本事業 02 生活支援の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

利用者数

係組織名 町民福祉

回

令和 6 6 21

項 1 目 5 １ ３
事業
期間

会
計

1 款 3

団体の加入者が減少傾向である。 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実
事業実績障害のある方の社会参加のための事業や本人・

保護者の研修・相談・情報交換事業などを実施し
ている。

新型コロナウイルス感染拡大防止措置のた
め、活動実績なし。

円事務事業 000006 障害者社会参加推進団体活動費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 207,906

基本事業 03 社会参加の促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

行事等実施回数

係組織名 町民福祉

件

令和 6 6 21

項 1 目 5 ０ ０
事業
期間

会
計

1 款 3

国庫補助事業の地域生活支援事業の必須事業
であるため、町要綱を定めているが、現在まで利
用がない。

特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実
事業実績

知的・精神障害者のうち物事の判断が十分でな
い方が成年後見制度を利用した際、必要となる費
用を負担することが困難である者に対し、その費
用を助成する。

特になし

円事務事業 000004 障害者成年後見制度利用支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 0

基本事業 01 ノーマライゼーション社会の実現
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

町長による成年後見申立て件数

係組織名 町民福祉

令和 6 6 21



4.障がい者福祉の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

件項 1 目 5 ３５ ２７
事業
期間

会
計

1 款 3

課題なし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

課 障害・福祉

継続事業

施
策
体
系

施策 04 障がい者福祉の充実
事業実績身体障害者の失われた部分や障害のある部分を

補い、日常生活の活動能力の向上を図る。 特になし

円事務事業 000005 身体障害者補装具支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 3,862,133

基本事業 02 生活支援の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

支給決定者数

係組織名 町民福祉

令和 6 6 21


